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１．統計調査データのインターネットでの提供状況について（事前 web-site 調査項目） 

注１）対象は産業関連の主要統計データ３つ（例：工業統計、商業統計、生産動態指数）） 

注２）ノルウェー、韓国、フランスに関しては、母国語での公開の現状を調査する 

注３）本項目のねらいは現状を定量的に把握・分析することよりも、代表的な統計データの

定性的な傾向を把握すること 

調査対象データ① データ名称：2001 Census of Canada, Population and Dwelling Counts

提供省庁：

Statistics Canada 

URL：http://www12.statcan.ca/english/census01/ 

products/standard/popdwell/tables.cfm 

階層構造の現状 Statistics Canada home page >> Census 2001 home page>> standard data 

products >> Population and Dwelling counts data tables >> geographic 

areas and statistical classifications >> data table  

提供データのファイ

ル形式（複数回答可） 

□excel   □pdf   □csv   

Other（ html      ） 

時系列公開の現状 有 □無  時系列データの提供（2001 年と 1996 年のデータを比較するテ

ーブルに時系列が公開されている） 

縦方向  □横方向   時系列の取り方（上記「有」の場合） 

検索システムの有無  有      □無   

有の場合その内容 キーワード検索、詳細検索 

必要データにたどり

着く過程で表示され

る URL はユニークか 

 ユニーク      □ ユニークでない（表示が変化せず） 

 

左記の情報提供 

（有、無いずれかの

ボックスをチェック

する） 

有 □無  統計の解説（基本的調査事項の変更含む） 

有 □無  誤差情報 

有 □無  調査項目の定義 

有 □無  公表日（予定を含む） 

□有 無  統計調査結果の（一歩踏み込んだ）解説・解釈 

□有 無  グラフ表示機能 

□有 無  メッシュデータ提供 

有 □無  Ｑ＆Ａの充実 

有 □無  内外関連情報へのリンク（海外関連情報や国内産業界サイト） 

有 □無  データ購入・申し込み方法 

統計教育ページ  有      □ 無   

有の場合その内容 About the Data というタイトルのページに、2001 Census Dictionary という

タイトルの出版物がある。この中に、統計についての一般知識、利用方法に

ついての情報が含まれている。 

調査対象国名  調査対象省庁・課  

ヒアリング日時  ヒアリング場所  

応対者役職  応対者氏名 Robert Kelly 
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調査対象データ② データ名称：Canadian Statistics: Energy: Crude oil: Supply and 

Demand by fuel type 

提供省庁：

Statistics Canada 

URL：http://www40.statcan.ca/l01/cst01/prim72.htm 

階層構造の現状 Statistics Canada home page >> Canadian Statistics >> tables by 

subject >> Energy >> Crude oil >> Energy supply and demand, by fuel 

type 

提供データのファイ

ル形式（複数回答可） 

□excel   □pdf   □csv   

その他（具体的に→  HTML     ） 

時系列公開の現状 □有 無  時系列データの提供（年ごとにテーブルが表示されている）

□縦方向  □横方向   時系列の取り方（上記「有」の場合） 

検索システムの有無  有      □ 無   

有の場合その内容 キーワード検索 

必要データにたどり

着く過程で表示され

る URL はユニークか 

 ユニーク      □ ユニークでない（表示が変化せず） 

 

左記の情報提供 

（有、無いずれかの

ボックスをチェック

する） 

有 □無  統計の解説（基本的調査事項の変更含む） 

有 □無  誤差情報 

有 □無  調査項目の定義 

有 □無  公表日（予定は含まれていない） 

□有 無  統計調査結果の（一歩踏み込んだ）解説・解釈 

有 □無  グラフ表示機能 

□有 無  メッシュデータ提供 

有 □無  Ｑ＆Ａの充実 

有 □無  内外関連情報へのリンク（海外関連情報や国内産業界サイト） 

有 □無  データ購入・申し込み方法 

統計教育ページ  有      □ 無   

有の場合その内容 ページの下部には、Statistics Canada が提供している CANSIM と呼ばれる

オンラインデータサービスへのリンクが掲載されている。CANSIM には、社

会、経済、健康、商取引、教育、生産、投資、等、様々な分野における統

計データについての情報が掲載されている。 
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調査対象データ③ データ名称：2001 Community Profile: 2001 Aboriginal Population 

Profile 

提供省庁：

Statistics Canada 

URL：http://www12.statcan.ca/english/Profil01ab/ 

PlaceSearchForm1.cfm?LANG=E 

階層構造の現状 
Statistics Canada home page >> Community Profiles home page >> 2001 

Aboriginal Population Profile 

提供データのファ

イル形式（複数回答

可） 

□excel   □pdf   □csv   

その他（具体的に→    HTML   ） 

時系列公開の現状 有 □無  時系列データの提供 

□縦方向  横方向   時系列の取り方（上記「有」の場合） 

検索システムの有

無 
 有      □ 無   

有の場合その内容 キーワード検索、地域ごとの検索 

必要データにたど

り着く過程で表示

されるURLはユニー

クか 

 ユニーク      □ ユニークでない（表示が変化せず） 

※日本では、ポータルサイトの URL が表示され続け、他人に URL でデータの所在を

伝えることが困難なケースがある 

左記の情報提供 

（有、無いずれかの

ボックスをチェッ

クする） 

□有 無  統計の解説（基本的調査事項の変更含む） 

□有 無  誤差情報 

有 □無  調査項目の定義 

有 □無  公表日（予定は含まない） 

□有 無  統計調査結果の（一歩踏み込んだ）解説・解釈 

□有 無  グラフ表示機能 

□有 無  メッシュデータ提供 

有 □無  Ｑ＆Ａの充実 

有 □無  内外関連情報へのリンク（海外関連情報や国内産業界サイト） 

□有 無  データ購入・申し込み方法 

統計教育ページ  有      □ 無   

有の場合その内容 FAQ(Frequently Asked questions よく聞かれる質問）のコーナーには、統

計結果は国勢調査からの結果であること、ランダムサンプルであること、

等の統計の基礎に関する情報が記載されている。 
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２．政府がデータを提供している媒体について（ヒアリング調査項目） 

注１）対象は政府全体のデータまたはヒアリング対象省庁全体のデータ 

注２）本項目のねらいは現状を定量的に把握・分析することよりも、定性的な傾向を把握すること 

 

カナダの統計システム：バックグラウンド 

 

1918 年にカナダ政府は、国家の運営に必要な主要統計情報を作成することを目的に、中央統計局

（Statistics Canada）を設立した。Statistics Canada は、現行の Statistics Act (統計法)に

より、次の通り、義務を課されている。 

 

3. 国務大臣管轄の統計局、Statistics Canada は、以下の義務を負い、活動を継続する。 

 

(a) 商業、産業、金融業、社会、経済そして国民の一般的な活動並びに状況に関する統計デ

ータを収集、編集、分析、要約し､出版する。 

(b) 統計情報（政府省庁の活動により入手した統計を含む）の収集、編集及び出版において

政府省庁と協働する。 

(c) 本法に従い、カナダの人口調査(センサス)及び農業センサスを行う。 

(d) 政府省庁により収集される情報の重複防止に努める。 

(e) 全般的には、カナダ全体並びにそれぞれの州に関連する社会並びに経済統計の統合を促

進･発展させ、統計の統合を目的とした計画の調整を図る。 

 

政府(州政府を含む)統計データを作成しているのは、Statistics Canada のみではないが、連邦

レベルでは、Statistics Canada 以外に統計データを作成している省庁はほとんどない。他の省

庁或いは公的組織が統計データを作成する場合は、当該組織の管轄分野に限定されたものであり、

組織内部の行政書類から作成される。例えば、カナダ中央銀行が、通貨供給量や金利など、国家

通貨の管理に関わる統計データを作成する、などである。これらの公的組織や政府省庁が統計デ

ータを作成する際に、Statistics Canada が通常作成する統計情報の範囲を超える情報を必要と

し、独自に調査を行ったり、組織内部の行政書類を使用したりする場合は、たいてい、Statistics 

Canada に連絡をする。 

 

同様に、州政府の統計局も統計調査をほとんど実施しない。州政府も、行政書類を使用する以外

には、ほとんど統計データの作成は行わない。州政府がこういった業務を行う場合は、Statistics 

Canada の作成する統計情報への補足あるいは延長である場合が多い。 

 

政府が関与している統計データ公開

に関する、インターネット、紙、

CD-ROM、磁気テープなどの媒体の活用

の方針 

本件に関しては、Communications Policy of the Government 

of Canada(コミュニケーションに関するカナダ政府方針)

により方針が定められている。本方針には、次の Policy 

Statement(方針声明)が記述されている。 
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カナダ政府の政策は以下の通りである： 

 

多様なニーズを満たすために、様々な情報伝達手法を使用

し、多数の媒体で情報を提供する。政府の情報は社会全般

にわたり広く入手できるようにしなければならない。情報

への平等なアクセスを確保するため、情報は多様な形態

（フォーマット）で入手できるようにしなければならな

い。居住地域を問わずカナダ国民に情報を伝達できるよう

に、全ての情報伝達手段－従来の手法から新技術を利用し

た手法まで－が､使用されなければならない。今般の政府

には、24 時間・地球規模、という情報伝達環境で、多様な

チャネルに効率的に対応する能力が必要とされている。 

 

実際には、Statistics Canada はデータ普及に、次の 3 つ

の主要媒体を使用する―インターネット（文書情報、表形

態の情報、データベースへのアクセス）、ＣＤ-ＲＯＭ（分

量の多い表形態の情報およびデータベース）､紙媒体（文書

情報、いくつかの表形態の情報）。加えて、ディスクで分量

の少ないファイルを提供する場合もある。 

（統計データ公開の）法律上の位置付

け 

 

法律上の位置づけは、統計法により定められている。本法

は、Statistics Canada の義務として「商業、産業、金融

業、社会、経済そして国民の一般的な活動並びに状況に関

する統計データを収集、編集、分析、要約し､出版する」と

いう条項を明記している。 

 

規制に関しては、前出の Communications Policy of the 

Government of Canada に明記されている。本ドキュメント

の Policy Statement(方針声明)は、以下の条項を含んでい

る。 

 

カナダ政府の方針は以下の通りである： 

 

国民に対し､政府の方針、プログラム、サービスおよびイニ

シアチブについて、正確、明確、客観的で、時宜を得た情

報を、洩れなく提供する。議会民主制および責任内閣に立

脚するカナダの政治システムにおいては、政府は、その政
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策および決定を説明し、国の重要課題を国民に知らせる義

務が有る。情報は、カナダ国民が民主主義的な政治プロセ

スに活発かつ有意義に参加するために必要である。国民は

そのような情報を有する権利を有している。 

ネットワークの発達していない地域

に対する統計データ提供の政府方針 

 

遠隔地における政府情報へのアクセスについて、統計デー

タ情報は特に規制や政府方針などの対象になっていない。

カナダの通信ネットワークインフラは発達している方で、

多数のカナダ国民が、自宅、公立図書館あるいは教育機関

からインターネットにアクセスすることができる。更に、

政府は、多数の地域（遠隔地を含む）の、連邦・州オフィ

ス並びに都道府県オフィスに、インターネットにアクセス

できるインフォメーションキオスクを設立している。公立

図書館は、Statistics Canada の出版物及び CD-ROM に無料

でアクセスできるように契約を交わすことができる。また､

公立図書館と教育機関は、Statistics Canada のウェブサ

イト上の多くの情報に、無料でアクセスすることができる。

加えて、全てのカナダ国民は、全国無料電話サービスを利

用し、Statistics Canada の中央問い合わせ窓口にアクセ

スできる。このサービスを通して、国民は、電話で限定さ

れた情報を入手したり、出版物や CD-ROM を注文したりする

ことができる。 

政府の全ての統計データのうち、大よ

そ何割程度が、インターネット、紙、

CD-ROM 等で提供されているか 

全体の約（100）%が提供されている。その内訳は、全体を

100%とすると、 

・インターネット  60％ 

・紙媒体      20％ 

・CD-ROM     60％ 

(合計が 100%以上になる理由については、左記 3を参照。)

 

以下の点に留意が必要である。 

 

１. Statistics Canada は、統計データの調査対象者が特定

されないように手順を踏まない限り、個票を開示しな

い。よって、データは出版される前に処理され総計さ

れる。 

２. Statistics Canada は、データ収集活動から得られる全

てのデータを出版するわけではなく、データ収集活動

を１単位としてデータ情報を出版する。多くの情報は

当局が既定した形態で出版される（紙媒体による出版、
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CD-ROM､インターネット上の表、Statistics Canada が

定めた内容並びに体裁でのデータベース）｡これらの成

果品は当局の顧客の大多数のニーズに対応できるよう

に作成されている。しかしながら、顧客は、特別な形

態でデータ情報（内容及び体裁を顧客の既定するニー

ズに合わせて作成したもの）を注文することもできる。

このような顧客既定の成果品の内容は、当局内部のデ

ータベースから作成され、通常、当局既定の成果品よ

りも詳細であるか、通常の統計作成活動では作成され

ない分割表であるかのどちらかである。 

３. 当局既定のデータの一部は 1つ以上の媒体で入手可能

である。紙媒体で提供される内容のほぼすべては、イ

ンターネット上で入手可能であり、インターネットで

提供されている情報の一部は CD-ROM で入手可能であ

る。また､紙媒体、インターネット、CD-ROM の全ての媒

体で入手可能な情報も有る。更に、顧客から要請があ

れば、ある媒体で提供されている情報を別の媒体によ

り提供することも可能である（例えば、オンデマンド

印刷やオンデマンド CD サービスなど）。 
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３．データ提供の有償・無償について（ヒアリング調査項目） 

注１）対象は政府全体のデータまたはヒアリング対象省庁全体のデータ 

注２）本項目のねらいは現状を定量的に把握・分析することよりも、定性的な傾向を把握すること 

 

政府の統計データを利用する際の料金体

系（メディア別・データの対象範囲別・

データ量別・ユーザ属性別など） 

Statistics Canada は、国民が関心を持つ一般的な情報

に関しては、インターネット上にて無料で提供してい

る。特別な情報サービスの提供（出版物や CD-ROM のコ

ピー、データベースへのアクセス、特定の表形式での

データ提供）に関わる費用の回収については、連邦政

府の法規及び情報伝達並びに外部課金に関する方針に

則りこれを実施する。 

 

Statistics Canada は情報普及活動の総費用を回収す

ることを基本として成果品やサービスの料金を設定し

ている。以下、料金設定における原則である。 

 

・ Statistics Canada の提供する情報の使用を最

大限に伸ばす。 

・ 関連直接費用および間接費用（普及インフラ費

用の一部）を回収する。 

・ 情報サービス市場で一般に受け入れられてい

る取引慣行に従う。 

 

実際の料金は、成果品の種類により異なる。 

有償のものがある場合、料金はどこの収

入になるか（国、委託先の外郭団体・民

間企業） 

Statistics Canada の収入になる。当局は、予算年度の

初めに、情報普及活動のために、既定済みの一定の資

金を使うことを認められている。これらの資金は、成

果品やサービスの売上げにより回収されなければなら

ない。予算年度末に赤字が生じている場合は、基礎財

源によりこれを補わなければならない。全ての情報普

及活動が費用回収を基本として行われているので、通

常、利益は生じない。 

紙・CD-ROM の値段一覧 

 

成果品の料金体系は、統計データの作成および普及に

かかる費用を回収するという考えで決定される。 

 

市場で販売される前の情報成果品の料金は、費用（作

成、設計、製作、マーケティング、再生産、包装、輸

送、インボイス発行）を見通し販売数で除した「ビジ
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ネスケース」を基に設定される。当然、発行部数は見

通し販売数により決定される。CD-ROM の場合は、費用

にデータ料金が含まれている場合もある。 

 

過去数年、当局は、情報提供頻度及びページ数を基に、

市場に出される前の紙媒体の情報成果品の料金体系を

開発してきた。これにより、購読用の出版物（1年に複

数回出版される情報）及び年次出版物或いは 1 年以上

間隔を開けて出版される情報成果品に、価格を設定す

ることができるようになった。この料金体系は、ビジ

ネスケースの算出プロセスに、参考資料として使用さ

れる。CD-ROM については、製作数がかなり少ないので、

販売前 CD-ROM の料金体系は、作成していない。 

 

また、当局は、インターネット上で電子フォーマット

でのみ入手可能な情報を、自ら印刷し紙媒体にするこ

とを望まないユーザのために、オンデマンド印刷（一

度きりの印刷物）の料金体系を作成した。料金には、

年間出版回数により決まる固定ベース費用に加え、ペ

ージ毎の料金が含まれる。当局は現在、オンデマンド

CD-ROM の料金体系を策定しているところである。 

インターネットで提供するデータの利用

に対する課金の考え方（すべき・すべき

でない、その理由） 

Statistics Canada は現在、特にインターネットで入手

可能なデータの料金設定のあり方について、詳細なレ

ビューを行っている。 

 

当局は、インターネットを、公共財(データ)の無料提

供の主要媒体として位置づけている。例えば、カナダ

統計 (Canadian Statistics)、 センサス、コミュニテ

ィ･プロファイル、 メディアルーム、（教育分野に関わ

る人を対象とした）学習リソースなどで、一般的な関

心事項に関する多数のデータを無料で入手することが

できる。 

 

インターネット上で入手可能な出版物･報告書の3分の

2は無料で、現在、残りの 3分の 1も無料にしようと、

提案書を準備しているところである。インターネット

上のほとんどのデータベースについては、アクセスす

る際に課金されるが、一部は無料になりつつある。 



 163 

 

インターネット上の全ての出版物・報告書、そして最

終的にはデータベースへのアクセスも無料にすべきで

ある、とする議論には以下のようなものがある。 

 

・ 全ての人が、何の障害もなく当局のデータにア

クセスすることができるようにすることで、当

局のイメージが向上する。 

・ データ使用度の向上及び高品質の情報を基に

決定を下すことにより、社会的便益を向上する

ことができる。 

・ とりわけビジネスに、データ収集への協力を要

請する際、調査結果へのアクセスが無料である

ことを、協力提供の理由に挙げることができ

る。（調査対象者は調査に協力しても謝礼をも

らえるわけではない。逆に、現在、彼らは、協

力した調査の結果を見るために、料金を支払わ

なければならない。） 

・ 報告書によって課金されたりされなかったり

と、一貫性が欠如している現在の状況に終止符

を打つことができる。 

 

インターネット上のデータに継続して課金すべきであ

る、とする議論には以下のようなものが有る。 

 

・ アクセスが向上すればインターネットインフ

ラのコストは増大する。 

・ より多くの人がデータにアクセスすればユー

ザサポートに関わる費用が増大する。特に複雑

なデータの場合はそうである。 

・ データ入手に課金することにより、人々がどの

程度その情報に価値を見出しているのか、無料

で提供するのに比べ、より良く評価することが

できる。 
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４．民間機関との関係整理（ヒアリング調査項目） 

注１）対象は政府全体のデータまたはヒアリング対象省庁全体のデータ 

注２）本項目のねらいは現状を定量的に把握・分析することよりも、定性的な傾向を把握すること 

 

統計データ作成及び提供業務での、外郭

団体や民間企業活用方針（官民の役割分

担、「民業圧迫」に関する政府のスタン

スなど） 

 

当局は、データ収集及び普及活動を、民間企業に外注

することはない。その理由は、調査対象者のプライバ

シーを完全に保護すること、及び当局の調査活動にお

いて国民の協力を得られるよう、当局のイメージを守

ろうとすることにある。 

 

しかしながら、データの処理に関する技術開発につい

ては、その多くを外注している。また、当局の出版物

の一部（印刷及び製本）及び CD-ROM の一部（大量再生

産）を、民間セクターに外注する。 

 

情報の普及に関しては、当局が提供する統計情報以外

のデータ分析サービスを行う民間セクターに、当局が

作成した統計を使用するライセンスを与えている。 

統計データ作成及び提供にかかる予算、

人員の現状（と推移） 

（推移については、５年前との比較での

増減傾向） 

 

 

Statistics Canada の唯一の義務は、統計情報を編集し

普及することにある。よって、当局の予算及び人員が

参考になると思われる。 

 

予算年度 2005-06 2000-01 

予算（百万カナダドル） 574.2 495.1 

人員（正規職員数） 5,504 5,917 

 

 

統計データ作成業務・提供業務を行う外

郭団体、民間企業の有無 

健康や教育などの特化した分野における統計データの

作成及び提供において、2,3 の外郭団体が関与してい

る。これらの業務の一部は、もともと Statistics 

Canada が行っていた。当局は、これらの団体と協働す

るため、情報共有協定を交わしているが、相互にサー

ビスを提供・購入し合うといった協定であり、資金を

移動することはない。 

 

しかしながら、民間企業やその他の団体は Statistics 

Canada から独立して、専門的な分野で統計データを作

成することが可能であるし、実際に行なっている。 
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（有の場合）外注（民間委託）の業務内

容・予算額の現状（できれば推移） 

（推移については、５年前との比較での

増減傾向） 

外郭団体に外注することはない。情報共有協定の下で

は、Statistics Canada がこれらの団体に料金を支払う

必要もない。 

統計データ作成業務を外郭団体や民間

企業が行う場合の著作権の取り扱い. 

 

連邦政府では、ほとんどの省庁の情報成果品の著作権

を、専門の機関が管理している。しかしながら、著作

権を自己管理している省庁もあり、Statistics Canada

はその一つである。 

 

企業、組織或いは政府省庁（連邦・州･都道府県レベル）

が Statistics Canada の情報成果品を引用し、データ

を再作成しようとする際には、当局の承認を得た上で、

出所をきちんと明記することが義務付けられている。

当局のインターネットサイトで入手可能なデータにつ

いては、サイトへのリンクが必要となる。企業、組織

並びに政府省庁が Statistics Canada のデータのごく

一部を再使用し情報製品を作成する際には、課金され

ない。しかし、大量のデータを再使用し、かつ

Statistics Canada の義務である費用回収のための収

入源を脅かす可能性のある場合には、ライセンス協定

と印税の支払いが必要となる。 

 

その他のケースでは、政府の外郭団体と民間企業が著

作権を持つ。 
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５．提供データに係る個別課題（ヒアリング調査項目） 

注１）対象は政府全体または対象省庁でのデータのインターネット公開 

注２）本項目のねらいは現状を定量的に把握・分析することよりも、定性的な傾向を把握すること 

 

外国語でのデータ提供のベースにある

ポリシー（または法令） 

 

Statistics Canada の言語方針は、Official Languages

Act に既定されている。本法は、一般国民が、連邦政府

の情報に、本国の公用語の両方（英語とフランス語）

でアクセスできるようにすることを、政府に義務付け

ているものである。 

 

他の言語については、このような義務付けはない。

Statistics Canada の情報成果品は、英語とフランス語

のみで入手可能である。 

 

しかしながら、Statistics Canada は、多くのカナダ国

民に使用されている他の言語で、資料の作成を行うこ

とがある。こういった資料は、センサスのような主要

調査において、情報収集活動を補佐する目的で作成さ

れる。また、調査対象グループの関心を引く統計デー

タも、こういった言語で作成されることもある。 

自国語で提供している統計データのう

ち外国語での提供割合（概算） 

 

「外国語」（英語及びフランス語以外の言語）で提供さ

れているデータは、Statistics Canada の提供する全デ

ータの 1％未満である。 

ユーザサポート体制のベースにあるポ

リシー（または法令） 

 

ユーザサポートの意味は、多岐にわたる。ユーザがデ

ータを正しく理解し使用することを補助することを目

的に配置されている人員やプロセスについては、当局

には正式なサポート方針は特に有していない。 

 

しかしながら、当局は「データ品質とメソドロジーに

関してユーザに情報を提供する方針（Policy on 

Informing Users of Data Quality and Methodology）」

を有しており、この中で、全てのデータ成果品に、a）

データの収集、処理そして分析に使用される概念とメ

ソドロジー、b）これらのデータの精密度、そして c）

データの品質（あるいは「使用適格度」）に影響を及ぼ

す他のあらゆる事柄、に関して包括的な情報を付帯す

る義務が明記されている。これらの情報は、特定の情

報ニーズに応えるためにはどのデータが必要であるの
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か、そしてそれらのデータはいかに使用されるべきか

について、ユーザが適切な判断を下せるよう、補佐す

るものである。 

 

更に、当局は、従来より、データユーザ及び一般国民

にサポートを提供している。カナダ政府と Statistics 

Canada は、サービス基準枠組みの一環で、カナダ国民

へのサポートの提供に関する多くのガイドラインを有

している。このサービス基準は、当局の全てのサービ

ス提供者に適用され、定量的に評価することができる

ようになっている。 

具体的なユーザサポート体制の概要 

 

ユーザサポートには様々なものがある。 

 

・ 全てのデータ成果品（出版、CD-ROM、データベ

ース）には、データの基礎にある概念及びデー

タの適正な使用について、情報を提供すること

できる、主要コンタクト者名及び電話番号が記

載されている。 

・ 全ての CD-ROM には、インストール、データに

付属しているソフトウェアの使用、及び他の技

術的事項など、製品の操作に関するあらゆる事

柄にサポートを提供する、技術サービス（電話）

番号が記載されている。 

・ 中央窓口（全国コンタクトセンター：National 

Contact Centre）は、インターネット、電話（全

国一律フリーダイヤル）、ファクス及び手紙で

のデータに関する問い合わせに対応する責任

を有する。 

・ ほとんどのデータ作成事業部には、スタンダー

ドデータ以外のデータの注文に対する対応と、

これらのデータの使用に関するサポートを業

務とする、小規模なユニットが設置されてい

る。 

専門のサポート組織の有無 

 

Statistics Canada の顧客は、中央窓口である全国コン

タクトセンターと全国に点在するオフィスを通して、

当局の一事業部である助言サービス部（Advisory 

Services Division）にアクセスすることができる。同

事業部の主要業務は、照会サービス、広報、及び費用
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回収サービス（特注データ作成サービス、コンサルタ

ンシーサービスなど）である。当局の本部に設置され

ている全国コンタクトセンターは、カナダ国民に照会

サービス用のフリーダイヤルを用意している。問い合

わせは、電話、電子メール、ファクスでくる｡このサー

ビスに課金はされないが、複雑な問い合わせについて

は、費用回収サービスになる場合も有る。 

 

過去数年、助言サービス部のサービス提供における業

務環境に、大きな変化があり、新しい業務が追加され

た。特に、Statistics Canada の情報普及の主要媒体と

してのインターネットの使用が増加し、これが問い合

わせの種類や複雑性に変化をもたらした。Statistics 

Canada は、初期教育段階から大学レベルまで、全教育

システムにおいて、当局に対する認識と当局の情報サ

ービスの使用率を向上させようとする、教育リエゾン

プログラムを実施しているが、助言サービス部は、本

プログラムの拡大に大きく貢献してきた。助言サービ

ス部の費用回収プログラムである、アカウントエグゼ

キュティブサービスは、特別注文に対応できる専門知

識を養ってきている。 

上記のサポートにかかる予算・人員の現

状 

照会サービス及び広報サービスは、当局の基礎財源に

より運営されている。アカウントエグゼキュティブサ

ービス、特注データ作成サービス、そして包括的なコ

ンサルタンシーサービスなどの費用回収サービスにつ

いては、これらの業務活動からの収入によって運営さ

れている。 

 

2004-05 予算年度 基礎財源 費用回収 合計 

予算 

（百万カナダドル）

4.4 1.9 6.2 

人員 

（正規職員換算） 

59 35 94 

 

予算の他に、助言サービス部が直面している課題に対

して、顧客からの要求に対応できるだけの十分なスタ

ッフを確保することがある。地域オフィスでは、この

問題は定期的に浮上する。5年毎にセンサス収集プロジ

ェクトを実施するが、この間、何名かのスタッフが、
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18～24 ヶ月ほど、通常業務を留守にすることになる。

彼らの業務は、他に振り分けたり、限定契約などによ

りカバーする。ここ 2 年、助言サービス部は、地域オ

フィスのリソースに応じて、業務（及びリソース）を

移動することができるよう、その手順とビジネスルー

ル並びに慣行を策定・定着させてきた。これにより国

民へのサービスの基準は確保されるか、或いはそれ以

上のものを提供することが可能となっている。更に、

スタッフの知識と専門性が養われ、予算もターゲット

内に収まっている。 

過去統計の修正情報提供のベースにあ

るポリシー（または法令） 

全国コンタクトセンターの人事異動は通常より多い。

これは、当局の他の事業部及び連邦政府省庁が、十分

な教育を受けたデータ普及オフィサーが貴重な存在で

あると認識していることがその理由である。照会サー

ビス人材育成のための標準教育プログラムでは、当局

が様々な媒体で提供している成果品及びサービスの概

観を教え、それら全てを理解するように設計されてい

る。 

紙媒体、CD-ROM で提供された過去統計

の修正情報の対応方針 

Statistics Canada の「データ品質とメソドロジーに関

してユーザに情報を提供する方針（ Policy on 

Informing Users of Data Quality and Methodology）」

には、データ品質とメソドロジーに関わる多数の記述

があるが、その中に、修正に関する事項も含まれてい

る。本方針は、情報成果品に、可能な限り、或いは必

要に応じて、「どのデータが今後修正されることになっ

ているのか、その理由も含め記述するとともに、どの

程度の修正が予定されているのか、例えば過去の修正

を基に計算し、提示」することを要請している。 

データへの修正には 2通りある。 

 

（1）データ公表直後に、誤った情報が記載されている

ことに気づいた場合の修正。インターネット上の情報

はアップデートし、データに修正があったことをウェ

ブサイトにて告知する。紙媒体の出版物には、正誤表

を送付する。CD-ROM に関しては、お知らせを送付し、

修正版と取り替える。 

 

（2）過去の見積もり数値の修正。当局の提供するほぼ
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全てのデータは、1時期（例えば、現四半期、前四半期、

前年の同四半期など。しかし、多くは時系列のデータ

である）以上のデータを含み、最新のデータは、修正

される可能性のある見積もり数値として明記されてい

る。修正された前期（時には過去の多数の）のデータ

は、通常、次の成果品に反映される。多くの成果品は、

ユーザに、どういった類の修正がいつごろ行われるの

かについて、情報を提供している。 

（インターネット上の）統計教育機能提

供ポリシー（または法令） 

上記参照。 

統計調査の個票データの提供の有無 

 

有る。 

 

Statistics Canada の「個票公表に関する方針」は、次

のように明記している。 

 

Statistics Canada は、以下の条件で個票ファイルの公

表を認可する。 

 

（a）公表が、収集されたデータの分析価値を大きく改

善する場合。 

（b）調査ユニットの特定を防ぐための全ての適切な処

置が施されたと当局が認めた場合。 

 

Statistics Canada の提供している個票ファイルは 2

種類ある。 

 

・ 個票ファイルの一般使用（Public Use 

Microdata Files: PUMFｓ）は、調査ユニット

の少数サンプル(通常 1％)の詳細情報を含む非

特定データセットである。これらのファイル

は、Statistics Canada の建物外で分析を実施

するために購入されるものである。Statistics 

Canadaの調査活動全てがPUMFsの作成につなが

るわけではない。 

・ 個票ファイル完全版は、調査ユニット全ての詳

細情報を含む非特定データセットである。これ

らのファイルへのアクセスは、規定の信頼性チ

ェックを受け、個人情報保護に関する誓約を行
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った個人（通常、大学教員）に、Statistics 

Canada の建物内でのみ認められる。 

有の場合その条件 

 

いずれの場合も、個票にアクセスする個人は契約書に

署名しなければならない。 

 

PUMF については、個票ライセンス合意書に以下のよう

な記述がある。 

 

・ ライセンス保持者は他のいかなる人にもライ

センスを分配したり譲渡したりしない。 

・ 合意書に準じて提供された個票ファイルを基

に情報の出版を行う場合は、ライセンス保持者

は、次の認定様式を使用する。 

「この分析は、(○○年)に（調査名）実施のた

めに収集された、匿名データを含む Statistics 

Canada の個票テープ（テープ名）に基づき、行

われたものである。これらの個票の計算の全て

は、（ユーザ機関名）により準備され、これら

のデータの解釈と使用の責任は、全て著者にあ

る。」 

・ ライセンス保持者は、個票ファイルを使用し、

出版した研究或いはその他の結果のコピーを

Statistics Canada に提供する。 

 

個票ファイル完全版へのアクセスの条件は、個票研究

契約（Microdata Research Contract）に明記されてお

り、次の使用条件を課している。 

 

(１)主任調査員及び共同調査員は、契約に準じて作成

された或いは入手した情報のいかなるものも、行政上

或いは規制上の理由で、使用したり公表したりしない。

(２)個票ファイルへのアクセスは、契約付属書である

提案書に概略されている、統計上及び研究上の目的で、

提供されるものである。Statistics Canada から事前

に合意書を受理していない限り、個票ファイルはその

他のいかなる目的のためにも使用することはできな

い。 

(５)「研究結果案（Proposed Output）」は、Statistics 



 172 

Canada が、例えば、出版や研究報告書で、それを発表

する前に、ピアレビュー及び機関レビューの両方の要

件を満たしていなければならない。 

(６)発表後、主任調査員が第 2 回分析を行う場合は、

契約書に準じて作成された承認済みの「研究結果案」

に基づいてのみ行われ、「研究結果案」を作成するため

に実施された分析作業に関連していなければ成らな

い。 

(７)主任調査員は、出版や研究報告書作成に必要な、

ピアレビュー及び機関レビューの要件を満たす際、

Statistics Canada と協働することに異存しない。 

(８)「研究結果案」がピアレビュー及び機関レビュー

で承認を得ることができず、Statistics Canada がそれ

を出版しないことを決めた場合、Statistics Canada

は、最終決定を下してから 30 日以内に、主任調査員に

その旨を文書で知らせる。 

(９)Statistics Canada が、「研究結果案」を出版しな

い旨を主任調査員に文書で知らせた場合、主任調査員

が、(a)他から「研究結果案」を出版すること、或いは、

(b) 「研究結果案」を教育学位取得を目的として使用

することに、何ら問題はない。 

 

有の場合個人情報保護への配慮の内容 PUMFs 及び個票ファイル完全版のいずれも、氏名、住所、

特定可能番号などの個人特定につながる記述は全て、

ファイルから削除される。更に、PUMFs については、個

票ライセンス契約に次のような記述がある。 

 

・ ライセンス保持者は、個票ファイルの記録を他

のファイルに合致させて、個票ファイルの調査

ユニットを特定するようなことはしてはなら

ない。 

 

個票ファイル完全版へのアクセスに関しては、個票研

究契約で次のように記述されている。 

 

(３)主任調査員及び共同調査員は、契約書に準じて入

手或いは作成された個人記録のいかなる情報も、

Statistics Canada の現職員以外の何人にも公表しな
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い。 

(４)主任調査員及び共同調査員は、個票ファイルを他

のファイルと関連付け、個人、ビジネス或いは団体を

特定しようとする試みがないことを確認する。 



 174 

６．統計データユーザのニーズを把握する仕組みについて 

統計データの提供・公表方法について、

ユーザニーズを反映させる仕組みがあ

るかどうか 

（有、無いずれかのボックスをチェック

する） 

有 無 

 □  パブリックコメント 

 □  審議会 

 □  アンケート・ヒアリング調査 

 □  苦情や要望等の受付窓口（サイト上） 

 □  その他 

・ ウェブサイトのユーザビリティ・テスト

・ ウェブサイトへのトラフィックの定量的

な測定 

・ 主要関係者との協議 

・ Statistics Canada の多様なプログラム

の定期的な評価（ユーザ満足度など） 
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□調査対象データ① 2001 Census of Canada, Populations and Dwelling Counts 

1. Statistics Canada トップページ 
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2.       3.  

 

 

4.         5.  
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□調査対象データ② Canadian Statistics Energy: Crude oil: Supply and Demand by fuel type 

1. Statistics Canada トップページ 

 

 

カナダ国内統計データへのリンク 
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2.   3.  

 

 

 

 

 

 

 

 

4.           5.  
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5.  
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□調査対象データ③ 2001 Community Profile: 2001 Aboriginal Population Profile 

1. Statistics Canada トップページ 

 

 

 

Community Profiles のトップページ

へのリンク 
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2.         3.  

 

 

 

4.  

 

サーチ項目としては、トロン

ト、オンタリオを入力  
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5.  

 

6.  

 

 

 

 

データ項目が表記 される。 


